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１．はじめに  

高レベル放射性廃棄物の地層処分における地下坑道への湧水抑制対策として、岩盤亀裂を対象にグラウト注

入が検討され、グラウト材料の開発が進められている．しかしながら、高レベル放射性廃棄物処分施設の湧水

量はどこまで許容されるのかについては、系統だった検討がなされていないのが実情である．本報告では、許

容湧水量検討の第一段階として緩衝材としてベントナイトブロックを使用する場合を想定し、緩衝材ブロック

間の隙間浸透実験を実施し、処分孔周辺の許容湧水量を検討した結果を報告する． 

２．許容湧水量の検討事例  
フィンランドやスウェーデンでは地下施設の許容湧水量が設定されている．Posiva 社では地下実験施設

（ONKALO）の湧水流入量の目標を 140L/min 以下と定めている１）．この値は達成可能な最も低い流入量とし

て 1-2L/min/100ｍになるように設定された．また、フィンランドコンクリート協会の分類によれば、シーリン

グクラスはグラウト注入の必要性により４段階に分類されており、処分場は最上クラス（AA）に位置づけら

れ、許容湧水量は 1-2L/min/100ｍ以下とされている２）．SKBでは許容湧水量を処分孔で１ヶ所あたり 0.1L/min、

処分坑道で 1.7 L/min/100ｍ、アクセス坑道などその他の地下施設で 10L/min/100ｍとしている．これらの許容

湧水量は、SKB では解析や経験に基づき設定されるがエンジニアリングジャッジも重要との考えを示してお

り 3）、Posiva 社では地下水の流入量はできるだけ少ない方が良い、地下水位が海水準より大きく下がらない方

が良い、などの考え方１）に基づいて工学的判断を含めて決められているのが実情である．地質条件の異なる

我が国においては独自に系統だった検討が必要だと考える． 

３．実験概要  
許容湧水量を検討する第一段階として、緩衝材をリング状

ブロックで処分孔内に設置する場合を考える．湧水が処分孔

周辺岩盤から緩衝材と岩盤との空隙に帯水した場合、図-1 の

①に示すオーバーパック下面と同等の高さのベントナイトブ

ロック間の隙間が最も浸透しやすい条件となるので、その隙

間を対象に浸透実験を実施した． 

実験装置の概要図を図-2 に示す．緩衝材ブロッ

クリングを１/16 分割した大きさで製作したベン

トナイトブロックを 2 個重ねることによりブロ

ック間隙間を模擬した．緩衝材ブロックは、クニ

ミネ工業㈱のクニゲル V1 と硅砂 3 号、5 号を乾

燥重量比で 70：15：15 で混合し、含水比を 15％

に調整し、金型でプレスして作成した．緩衝材ブ

ロックには施工状況を模擬して上部のブロック

の荷重を段階的に上載荷重として作用させた．ブロックの外側には、孔壁とブロック鉛直面を模擬した 2cm

の空隙を設け、そこへ注水した．注水した水の塩分は我が国では幌延深地層研究センターように高い塩分を含

む地下水も存在することから、淡水および海水（30、50、100％）を対象とした。海水は八洲薬品㈱の人工海 

図-１処分孔の湧水と隙間浸透 
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図-2 実験装置概要図 
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水アクアマリンを使用した．水位上昇速度は図-3 に

示すように緩衝材ブロックの施工時間 4）と湧水に

よる緩衝材ブロック周囲の空隙の水頭上昇を勘案

し、定置中のブロック上面を湧水がオーバーフロー

しない限界の水位上昇速度（20mm/min）で実験を

実施した。なお、この水位上昇速度は、処分孔当た

りの湧水量 2.7L/min に相当する． 

４．実験結果および考察 

隙間浸透実験結果一覧表を表-1 に

示す．また、代表的な実験結果の状

況写真を図-4 に示した． 

淡水条件（Case 1、図-4）では、ベ

ントナイトブロックの鉛直面が実験

中に 3~4mm 程度膨潤し、ブロック間

の隙間に水が最大 45mm 浸透したが、

処分孔内側まで隙間に水が浸入する

ことはなかった． 

 海水条件ではいずれもブロック

鉛直面のベントナイトが徐々に剥

落し、処分孔壁と緩衝材ブロックの

間の間隙に沈殿した．剥落は塩分濃

度が高いほど著しかったが、いずれ

のケースでもブロック間隙間への

浸透は認められず、処分孔のベント

ナイトブロックを施工する間に増

加する水圧（処分孔当たり 2.7L/min 

の湧水量に相当）に対しては充分な遮水性を有すると認められた． 

５．おわりに  

緩衝材ブロックを定置する間の処分孔への湧水を対象に許容湧水量を実験的に検討した．その結果、今回の

設定条件では緩衝材ブロックを積み重ねた際の隙間は充分な遮水性を有し、緩衝材ブロック定置中の処分孔へ

の湧水に対して緩衝材上部をオーバーフローしない範囲では処分孔内側への流入は生じないことがわかった．

今後、処分坑道まで含めた湧水処理費用とグラウト費用による湧水抑制を対比した経済性、処分坑道の埋め戻

し時の湧水量条件の考慮など、別の視点からの許容湧水量の検討を進める必要があると考える． 

なお、本研究は経済産業省資源エネルギー庁「平成 22 年度地層処分技術調査等委託費（高レベル放射性廃

棄物関連：地下坑道施工技術高度化開発）」の一部として実施したものである． 
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図-3 緩衝材ブロックの施工進度と湧水の高さ 

表-1 隙間浸透実験結果 
地下水条件

（Case No.）
隙間浸水結果 ブロック鉛直目の観察結果 

(1)  淡水 
隙間入口から最

大 45mm 浸水 ・ブロック鉛直面が 3～4mm 程度膨潤 

(2) 30%海水 浸水なし ・ブロック鉛直面が徐々に剥落し、最終的に 1mm 程度欠損

・ブロック前面に高さ 15mm 程度沈殿 

(3) 50%海水 浸水なし ・ブロック鉛直面が剥落し続け、最終的に 5mm 程度崩壊 
・ブロック前面に高さ 150mm 程度沈殿（乾燥質量 512g） 

(4)100%海水 浸水なし ・ブロック鉛直面が剥落し続け、最終的に 15mm 程度欠損

・ブロック前面に高さ 180mm 程度沈殿（乾燥質量 752g） 

(a) 側面注水状況 (b) 浸水状況 
図-4 Case 1 （淡水） 
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